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　基金は家計に例えれば貯金にあたるもの。それぞれの目

的のために積み立てられた基金総額は約 69 億円。なか

でも財政調整基金は使い道に特段制限が無く、総体的に財

源が不足するなどの事態に備えて積み立てられており、約

20 億円あります。また、社会福祉や保健医療の充実、地

域基盤整備の推進、産業・教育・文化・スポーツの振興の

ためなどの、特定目的基金は約 41 億円。今後もそれぞれ

の目的に応じ、確実かつ効率的に運用し、安定した財政運

営を心掛けていきます。
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基金残高の推移

　地方債は市が行う長期借り入れ、つまり借金です。そ
のため市は、財政に負担が少ない、地方交付税として戻っ
てくる地方債を借りるよう心掛けています。
　市では、地方債の借入残高を減らす努力をしています。
平成 19 年度決算と比較すると、平成 24 年度決算では、
約 34 億円少なくなり、地方債残高は約 278 億円とな
りました。市民一人当たりにすると約 57 万円になりま
す。
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270

290

310

19 20 21 22 23

地方債残高の推移

小林市の財政を家計に例えると

　毎年出て行くお金
　　　　　　　　　　　× 100
　　毎年入るお金

経
常
収
支
比
率
と
は

　

市
の
支
出
に
は
、
毎
年
支

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
経

費
が
あ
り
ま
す
。
経
常
収
支

比
率
は
、
毎
年
入
っ
て
く
る

お
金
の
中
で
、
こ
の
経
費
が

占
め
る
割
合
を
示
し
ま
す
。

こ
れ
を
家
計
に
例
え
る
と
、

左
上
の
表
の
よ
う
に
な
り
ま

す
。

　

入
っ
て
く
る
お
金（
給
料
）

に
対
し
て
、
出
て
行
く
お
金

（
食
費
、
光
熱
水
費
や
、
ロ
ー

ン
な
ど
）
の
割
合
が
大
き
い

と
、
自
由
に
使
え
る
お
金
が

減
る
の
で
、
欲
し
い
物
が
買

え
な
く
な
っ
た
り
、
貯
金
が

で
き
な
く
な
り
ま
す
。
同
様

に
市
で
は
、
新
し
い
事
業
へ

の
取
り
組
み
や
、
基
金
に
回

す
お
金
が
減
少
し
ま
す
。
逆

に
、
出
て
行
く
お
金
が
小
さ

い
と
、
自
由
に
使
え
る
お
金

が
増
加
。
新
し
い
市
民
サ
ー

ビ
ス
や
、
将
来
へ
の
貯
蓄
と

し
て
基
金
を
積
み
立
て
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

な
の
で
、
経
常
収
支
比
率

の
数
値
が
低
い
ほ
ど
、
財
政
は

健
全
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

小
林
市
の
家
計
簿
は
？

　

で
は
、
小
林
市
の
財
政
状

況
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。

　

平
成
19
年
度
で
は
96
・
６

㌫
ま
で
上
が
っ
て
い
ま
す
。

（
グ
ラ
フ
①
を
参
照
）
こ
の

時
は
、
収
入
の
３
・
４
㌫
し

か
自
由
に
使
え
る
お
金
が
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。
平
成

23
年
度
で
は
89
・
４
㌫
と
改

善
し
、
24
年
度
で
は
89
・
８

㌫
と
微
増
。
こ
れ
は
、
国
か

ら
の
地
方
交
付
税
が
23
年
度

よ
り
増
加
し
た
も
の
の
、
義

務
的
経
費
な
ど
の
歳
出
が
増

加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。
一
方
で
、
地
方
債
残
高

を
減
ら
し
、
基
金
を
多
く
積

む
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

小
林
市
は
歳
入
の
多
く
を

市
以
外
に
頼
る
部
分
が
多

く
、
財
政
は
難
し
い
状
況
に

あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
住
民

サ
ー
ビ
ス
が
低
下
す
る
こ
と

が
な
い
よ
う
に
限
ら
れ
た
予

算
で
大
き
な
効
果
を
上
げ
る

こ
と
が
必
要
で
す
。
今
後
も

気
を
緩
め
る
こ
と
な
く
健
全

化
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進

め
て
い
き
ま
す
。

地
方
交
付
税

　

地
域
に
よ
る
経
済
格

差
を
埋
め
る
た
め
に
国

が
地
方
に
配
分
す
る
お

金
。
普
通
交
付
税
と
、

特
別
交
付
税
が
あ
り
、

ど
ち
ら
も
市
で
自
由
に

使
え
る
。

地
方
債

　

借
金
。
今
税
金
を

払
っ
て
い
る
人
だ
け
で

は
な
く
、
将
来
利
用
す

る
人
に
も
負
担
し
て
も

ら
お
う
と
い
う
考
え
方

に
基
づ
く
も
の
。
事
業

費
の
財
源
に
な
り
、
一

般
財
源
が
少
な
く
て

も
、
大
き
な
事
業
に
着

手
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
る
。

財
調（
財
政
調
整
基
金
）

　

災
害
復
旧
な
ど
、
臨

時
ま
た
は
異
常
の
財
政

需
要
の
財
源
に
充
て
る

た
め
の
基
金
。

減
債
（
減
債
基
金
）

　

地
方
債
の
償
還
に
必

要
な
財
源
を
確
保
す
る

た
め
の
基
金
。

特
目（
特
定
目
的
基
金
）

　

利
用
目
的
を
限
定
し

て
い
る
基
金
。
目
的
外

の
分
野
に
は
使
え
な

い
。

用語解説
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財政健全化へ一定の成果

小林市の

家計簿事情
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市の財政状況は、いろいろな方向から分析や判断をすることができます。
今回は、小林市の財政状況を“経常収支比率”というモノサシで見てみましょう。

001経常収支比率の算出方法

Check Pointグラフ①市の財政を見るモノサシ「経常収支比率」
003

004

005

項  目 家  計 小林市の財政
毎年入るお金 給料 税金・普通交付税

毎年
出て行くお金

食費 人件費（職員の給与など）
医療費 扶助費（社会保障など）

家や車のローン 公債費（借金を返済するお金）
光熱水費など 物件費（維持管理費など）

※平成 19 年度から 20 年度は小林市（小林地区、須木地区）、旧野尻町を合算した数値。　　※ 県内９市平均の平成 24 年度は暫定値。

減債
財
調

特
目

約
49・7
億
円

約
49・6
億
円

約
42
・8
億
円

約
52・3
億
円

　小林市
　県内９市平均

特集：平成 24 年度決算

約
63
・8
億
円
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２
７
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（平成：年）
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単位（千円）

健全化判断比率 収支

●人件費：
　職員給与や議員報酬など
●扶助費：
　生活保護、児童手当や高齢者・乳幼児の
医療費
●公債費：
　市がこれまで借り入れた地方債の返済金
●物件費：
　委託料、消耗品費、通信運搬費
●補助費等：
　各種団体への補助金、負担金
●普通建設事業費：
　道路・学校・公園などの公共施設の建設費

歳出

一般会計　歳出
２４４億７，３２０万円

扶助費
49 億 886 万円
20.1 ㌫

公債費
32 億 3,378 万円
13.2 ㌫

普通建設・災害復旧事業費
30 億 3,548 万円
12.4 ㌫

物件費・維持補修費
26 億 5,604 万円
10. ８㌫

補助費等
21 億 7,028 万円
8.9 ㌫

積立金 / 貸付金
17 億 8,757 万円
7.3 ㌫

繰出金
30 億 7,739 万円
12.6 ㌫ 人件費

36 億 380 万円
14.7 ㌫

決算状況

歳入

一般会計　歳入
２５２億４，５４８万円

市税
44 億 7,015 万円
17.7 ㌫

地方交付税など
106 億 5,810 万円
42.2 ㌫

国・県支出金など
47 億 1,933 万円
18.7 ㌫

市債（地方債）
21 億 9,140 万円
8.7 ㌫

その他
32 億 650 万円
12.7 ㌫

●市税：
　市民税、固定資産税など
●地方交付税など：
　所得税、法人税、消費税などの国税収入
の一部を国が交付
●市債（地方債）：
　公共施設の整備のためなどに借入
●国・県支出金：
　国・県が交付
●その他：
　貸付金の返済などの諸収入、
　貯金にあたる基金からの繰入金

歳
入

　

歳
入
に
は
、市
独
自
の
収
入（
自じ

し
ゅ
ざ
い
げ
ん

主
財
源
）と
、

市
以
外
に
頼
っ
て
い
る
収
入
（
依い
ぞ
ん
ざ
い
げ
ん

存
財
源
）
が

あ
り
ま
す
。

自
主
財
源

　

主
に
税
金
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。
税
金
に
は

国
税
、
県
税
、
市
税
と
あ
り
、
市
に
入
っ
て
く

る
の
は
市
税
で
す
。
市
税
は
、
市
民
税
、
固
定

資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
市
た
ば
こ
税
、
入
湯

税
な
ど
。
平
成
24
年
度
の
場
合
、
市
の
自
主
財

源
は
約
76
億
円
で
全
体
の
30
・
４
㌫
で
し
た
。

依
存
財
源

　

地
方
交
付
税
や
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金
、

地
方
債
（
借
金
）
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
平
成
24

年
度
は
、
国
・
県
支
出
金
な
ど
は
減
少
し
ま
し

た
が
、
約
１
７
６
億
円
で
全
体
の
69
・
６
㌫
と

高
い
依
存
率
と
な
っ
て
い
ま
す
。
依
存
率
が
高

い
と
、
予
定
し
て
い
た
事
業
が
国
や
県
の
都
合

で
で
き
な
く
な
っ
た
り
、
市
独
自
の
事
業
を
自

由
に
行
え
な
か
っ
た
り
し
ま
す
。
自
主
財
源
の

確
保
が
大
き
な
課
題
で
す
。

歳
出

　

市
の
支
出
は
、大
き
く
「
義
務
的
経
費
」「
投

資
的
経
費
」「
そ
の
他
の
経
費
」
に
分
類
さ
れ

ま
す
。

義
務
的
経
費　

前
年
度
比
プ
ラ
ス
１
・
９
㌫

　

毎
年
必
ず
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
人
件

費
や
扶ふ
じ
ょ
ひ

助
費
、公こ

う
さ
い
ひ

債
費
（
借
金
の
返
済
）
と
い
っ

た
、
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
て
削
減
す
る

こ
と
が
難
し
い
も
の
の
こ
と
で
す
。
扶
助
費
の

生
活
保
護
援
助
費
や
公
債
費
の
償
還
利
子
が
減

少
し
ま
し
た
が
、
障
害
者
支
援
事
業
費
や
償
還

元
金
が
増
加
し
た
た
め
、
義
務
的
経
費
全
体
額

が
増
加
し
ま
し
た
。

投
資
的
経
費　

前
年
度
比
プ
ラ
ス
３
・
５
㌫

　

生
活
を
便
利
に
す
る
道
路
や
施
設
の
建
設
を

行
う
た
め
の
も
の
で
、
普
通
建
設
事
業
費
や
災

害
復
旧
事
業
費
が
こ
れ
に
あ
た
り
ま
す
。
平
成

23
年
度
に
比
べ
、
災
害
発
生
件
数
の
減
少
に
よ

り
、
災
害
復
旧
事
業
費
が
減
少
し
ま
し
た
。
一

方
で
、
平
成
24
年
度
も
小
中
学
校
空
調
設
備
整

備
な
ど
多
数
の
事
業
を
行
い
、
投
資
的
経
費
全

体
額
が
増
加
し
ま
し
た
。

そ
の
他
の
経
費　
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
１・
７
㌫

 

平
成
24
年
度
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
へ
の

繰
出
金
が
増
加
し
た
一
方
で
、
個
別
予
防
接
種

業
務
委
託
料
な
ど
が
減
少
し
、
全
体
額
は
減
少

し
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
限
ら
れ
た
財
源
の
範
囲
内
で
、
適
正

な
予
算
配
分
を
行
い
、
財
政
健
全
化
に
向
け
て

努
力
し
て
い
き
ま
す
。

決算
平成 24 年度

006

007

008

010 009
区分 歳入総額 歳出総額

歳入歳出
差引額

Ｈ 24 2,524,548 2,447,320 77,228
Ｈ 23 2,533,018 2,431,171 101,847
増減額 △ 8,470 16,149 △ 24,619
増減率 △ 0.3 0.7 △ 24.2

比率の名称 Ｈ 24 Ｈ 23 早期健全化基準
実質赤字比率

一般会計の赤字から財政運営
の深刻度をみる比率

― ― 12.8

連結実質赤字比率
全ての会計の赤字から財政運
営の深刻度をみる比率

― ― 17.8

実質公債費比率
借金の返済額などの大きさから
資金繰りの危険度をみる比率

12.1 12.9 25.0

将来負担比率
市が抱える負債の残高から将来
の財政への圧迫度をみる比率

91.6 104.3 350.0

平成 24 年度の決算がまと
まりました。歳出決算額
は約 245 億円。それでは
市の財政の現状を見てみ
ましょう。

（単位 : 万円、㌫）

歳入総額は 252 億 4,548 万円で、
前年度比マイナス 0.3 ㌫と減少しま
した。歳出総額は 244 億 7,320 万
円。前年度比プラス 0.7 ㌫です。歳
入から歳出を差し引いた額は７億
7,228 万円となり、前年度比マイナ
ス 24.2 ㌫でした。

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引
一般会計 25,245,476 24,473,202 772,274

特　

別　

会　

計

簡易水道事業 613,353 586,923 26,430
食肉センター事業 83,810 83,810 0
国民健康保険事業 8,170,709 7,820,821 349,888
物品購入 242,545 242,545 0
農業集落排水事業 193,764 193,546 218
下水道事業 787,908 776,577 11,331
西諸地域介護認定審査事業 31,355 26,469 4,886
介護保険事業 4,823,580 4,731,099 92,481
後期高齢者医療事業 1,159,774 1,152,425 7,349
宅地分譲事業 8,218 8,218 0

企業
会計

水道事業 454,650 440,031 14,619
市立病院事業 2,106,320 2,251,388 △ 145,068

（単位 : 千円）

一般会計と特別会
計は黒字。公営企
業会計は、市立病
院事業会計が、赤
字となりました。

特集：平成 24 年度決算

（単位 : ㌫）

実質赤字比率と連結実質赤字比率は、どの会計も赤字がない
ため比率は「－」と表記されます。平成 24 年度決算は、前
年度と比較しても比率が下り、また早期健全化基準以下であ
るため、健全化に向けた取り組みが進められていると判断で
きます。


